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全国で注目される施策や課題は、地域で暮らす私たち
にどう影響するのか？身近に起きた出来事やトレンドなど、
幅広い分野のニュースを紹介していきます。ネットでもさ
まざまなニュースを紹介しています。

シティライフNEWS　で検索

木市は、多世代の近居・同居を
支援する補助制度を創設した。
親世帯と子世帯のいずれかが

市内に居住しており、かつ他方が近居・同
居するために4月以降市内に転入し、住宅
を取得または持家をリフォームする場合、
上限20万円として費用の一部を補助する
もの。市は、子育てや介護などの各世代が
抱える不安の軽減を図り、多世代が支え

合って暮らせるまちづくりを目指す。諸条
件など詳しくは市HPまで。問い合わせは、
同市居住政策課072-655-2755

茨
イメージ写真

多世代近居・同居
上限20万円の住宅補助

茨木市で7月、市民で構成する
「ひろメット隊いばらき」が結成
された。「交通事故をなくす運

動」茨木市推進本部（茨木市・茨木警察
署・茨木交通安全協会）が、高齢者を自転
車乗用中の転倒による頭部損傷や死亡
事故から守るため、自転車用ヘルメットの
普及を推進するもの。市が広報誌で募集
し、市内在住の65歳以上の男女123人が

ひろメット隊員に任命された。
昨年4月に施行した大阪府の自転車条例
では、65歳以上のヘルメット着用が努力義
務となっている。
　隊員は今後、自転車乗用中にヘルメット
を着用するほか、街頭や駅での啓発発動
や市が主催する交通安全イベントなどに
参加する予定。

茨

「ひろメット隊いばらき」結成
高齢者の自転車ヘルメット着用をPR

　軽症から重症まで対応する
　専門医と先進の機器を配備

月1日、吹田徳州会病院に多科
多職種で協働し治療する眼科
がオープンした。複数の眼科専

門医と最新の医療機器・設備が充実し軽
症から難治疾患まで対応可能な眼科は全
国でもそう多くない。新幹線や高速道路か
らのアクセスも良い千里丘にこうした医療
施設が生まれたことで、全国から高度な医
療を求める患者が来院すると予想される。
　センター長を務めるのは、眼科の専門病
院である大阪市の多根記念眼科病院、前
院長の眞野富也氏。さらに、同前副院長を
含め4人の眼科専門医が診察・手術にあ
たる。彼らは眼科のプロフェッショナルとして
の技術と豊富な経験をベースに、涙道疾
患や小児眼疾患、緑内障、白内障などそ
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槻市の高槻城跡で、江戸幕
府による大規模な改修工事を
した痕跡が発見されたと、同

市教育委員会が6月に発表した。高槻城
は、戦国時代にキリシタン大名、高山右
近が城主を務めたことでも知られる。
　今回の調査での主要な発見は、不明
門と三の丸を結ぶ木橋の橋脚を2組、計
21本を確認したことだ。材質や設置状況
が異なるため、2組の橋脚は同一の橋を
支えていたというよりも、架け替えの可能
性が高いとされる。江戸時代初期の「高

槻城絵図」には不明門に連絡する橋は
なく、これまでは平時は閉ざされたままの
門とされていた。高槻城の発掘調査にお
いて、江戸中期以降に増設されたとみら
れる本格的な橋の存在が確認されたの
は初めてのこと。同市立埋蔵文化センタ
ーの高橋所長は「260年におよぶ江戸時
代のなかで、社会情勢の変化により城の
機能が変わったなどの可能性が考えら
れる」と指摘。今後、城郭施設の変遷を
捉えなおす重要な知見となるため、大き
な注目を集めている。

高

難治眼科疾患にも対応
吹田徳洲会病院に眼科がオープン

高齢者を狙う 「還付金詐欺」 ～「お金を返すからATMに行って」は詐欺～　　　協力 : 大阪府警察

昨年を上回る勢いで増加している「特殊詐欺」。
中でも下記の表が示すように、「還付金詐欺」が
特殊詐欺認知件数の約半数を占め、被害が拡大している。

　被害を食い止めようと、大阪府警では4月に「特殊詐欺対
策室」を設置、無人ATMを中心に警察官を配置して利用
者に注意を促すなど、警戒にあたっている。
　大阪府下では、役所などの職員を名乗り「保険料や医療
費の過払い金を返金します」と高齢者宅に電話をかけて無
人ATMに誘導する手口が多発している。電話でATMの
操作を指示し、自分の口座への返金手続きをしているように
見せかけ、実際は犯人の口座に現金を振り込ませるという
ものだ。ATMは、自分で操作して自分の口座にお金を振り
込むことはできない。「ATMで返金手続きができます」「携
帯電話を持ってATMに行ってください」は詐欺のキーワー
ド。このような電話にだまされないよう気を付けよう。

高槻城跡 不明門（あかずのもん）に架かる
橋脚21本を発見

れぞれに異なった専門分野を持つため、
互いの医療を違った角度から評価し、医療
の質を担保している。

　千里一帯の医療ニーズに
　細やかに応える

院が位置する千里丘周辺は、
大阪大学医学部附属病院を
はじめ、いくつもの病院が林立

する地域。眞野センター長は、「特に眼科
は勤務医の数が少なく、総合病院でも規
模が大きい眼科は多くありません。診療所
はたくさんありますが、個人の医院では専
門領域の医療を行おうにも費用やスペー
スの問題から機械の導入が難しいケース
が多い。そのため、この地域では幅広い
眼疾患に対応できる施設が非常に少なか
ったのです。ここに最新の機器と専門医を

集結させた眼科を開設することで、地域
の医療ニーズに応えたい」と話す。同院は
紹介状が不要なので、気軽に受診できる。

　設備機器の共同利用で
　地域に高度な医療を

科内には、診察室や視力検査
室、造影検査室、レーザー室、
視野・ERG室などを完備。専用

の手術室も確保している。それぞれの室内
には白内障、緑内障、網膜剥離、角膜移植
など、さまざまな眼疾患の検査や手術の精

度を高める最新の機
器が揃っている。

　今後はこうした医療機器や設備を、徳
州会グループ内の医師の教育・研修に利
用することはもちろん、地域の医療機関に
解放する「オープンシステム」を導入する
予定で、外部の医療関係者も同院の設備
を使って検査や手術ができるような体制を
整えていくという。開業医が、個人では導
入が難しい機器や設備、時には手術室ま
でも利用できるようになれば、専門的な疾
患にも対応でき、患者のニーズに、より細や
かに応えられる。同院には高水準の眼科
医療を提供するだけでなく、地域の医療レ
ベル向上の役割が期待されている。

【 還付金詐欺の被害に遭わないために 】
1.「私は、お金がないので大丈夫」という思い込みを捨てましょう。
2.市役所等の職員が医療費の返金をATMで受け取るよ
う指示することは絶対にありません。「お金を返します。」
と言われても、一度は電話を切って、親族や正式な公的
機関の窓口に電話をかけ直して事実を確認するなど、必
ず誰かに相談しましょう。
3.身近な人に相談できない場合は、最寄りの警察署や自治
体の相談窓口など信用できるところに相談してください。
4.多額の入出金はATMではなく、金融機関の窓口で行
い、少しでも不審に思ったら、金融機関職員に直接相談
してください。
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二の丸側から見た、三
の丸から不明門へ通
じる木橋の橋脚。外
側の橋脚１は６本、内
側の橋脚２は15本検
出した。

今回の調査地、高槻城二の丸北辺部。

　大阪・兵庫の公営住宅の
　成り立ちと現在

営住宅とは、国民が豊かで安定
した生活を送ることを目的に、地
方公共団体が安価な家賃で供

給する住宅をいい、昭和26年に制定された
公営住宅法に基づいて供給されている。
　公営住宅には府や県が運営するもの
と、市や町が運営するものがあるが、府
営・県営住宅は、府県全域に共通の課題
解消やより広域的な需要に対応するた
めに生まれた。その一つが、戦後復興期
や高度成長期における住宅難の解消だ。
当時、住宅の焼失や大都市圏への人口
の流入による住宅不足が都市問題となり、
これに対する住宅供給を行うために公
営住宅が大量に建設された。また、兵庫
県では阪神・淡路大震災後の復興住宅
としての役割も果たしている。現在は、新
規整備による住宅供給から、昭和30～
50年代に整備され老朽化が進む住宅の
建て替えや耐震改修等に重点がシフト。

就業支援や移住促進にも活用

公営住宅が保育施設に

公

戦後、整備が進められてきた公営住宅。
現在、大阪府や兵庫県でも大量の公営住宅のストックが存在しているが、
人口減少や高齢化などの社会情勢の変化に伴い、多様な取り組みが展開されている。

▶公営住宅の空室を活用した、豊中市の一時
預かり保育施設（左）と島本町の小規模保育所
（上）。

管理戸数は、平成27年時点で、大阪府
では約12万8千戸、兵庫県では約5万2
千戸にのぼる。
　公営住宅は所得などに条件があり家
賃が安価なため、特に交通の便が良い
北摂・阪神間の一部地域では、応募倍
率が10倍前後と人気が高い。一方、人口
減少や高齢化により地域のコミュニティ
が失われつつある今、公営住宅はそこに
住む人のためだけではなく、地域住民全
体の資産として、福祉施策と連携した住
民サービスを提供する役割が重要性を
増しており、地域の交流や若い世代にと
っての魅力あるまちづくり、高齢者や障害
者などの福祉サービスへの利活用が推
進され始めている。

　空室を活用した
　まちづくりへ一歩

営住宅に住む人の高齢化は
年々進み、大阪府、兵庫県とも
約60%を高齢世帯が占める。

そのため、高齢者の社会的孤立を招くな
ど、地域コミュニティの機能低下が危惧さ
れている。こうした課題の解決を図りつつ、
全国的に深刻化している待機児童増加
などの問題に対し、新たに専用施設を整
備するのではなく、既存の公営住宅を活
用する動きが広まっている。
　大阪府では、地域の課題解決に対して
は、広域行政である府が行うより基礎自治
体である市や町が身近なサービスとしてよ
り細やかに取り組むことが望ましいとして、
府営住宅の市への移管を進めている。平
成27年には大阪市へ約1万戸の移管を
実施しており、今後は池田市や大東市で
も移管を進める予定だ。また空室を利用し、
島本町で小規模保育所、豊中市でも一時
預かり保育施設を整備。待機児童対策に

役立てるだけでなく、公営住宅の住民と団
地外のファミリー層との交流を生んでいる。
また、市町村やNPO法人が主体となり、高
齢者の交流の場や見守り活動の拠点とし
て活用されているほか、失業状態にある
若者の自立支援やコミュニケーション力の
養成などを居住しながら行う、就業支援の
一環としても活用されている。
　兵庫県では、住宅の高齢化を緩和しコ
ミュニティの活性化を図るため、一定戸数
において新婚・子育て世帯や若年、多子
世帯の優先入居を実施。さらに親、子、孫
の三世代の近居や隣居の促進を図って
いる。また、県外からのファミリー層の移住
を促進するため、入居資格である県内在
住・在勤の要件を緩和。県内への移住、定
住を希望する人を対象に、1～2年間の
「お試し居住」も実施している。
　単なる住宅供給にとどまらない、公営住
宅の多様な活用が、若い世代の増加や
地域の活性化の促進に結びつくと期待が
かかっている。
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■府営・県営住宅の管理戸数の推移
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出典：大阪府、兵庫県の資料をもとに作成

県営

府営

（左）iLASIK
一人ひとりに合わせたカ
スタムメイドなレーザー屈
折矯正手術が可能に。
（右）CGT-2000
近方・中間・遠方のコント
ラスト感度を測定でき、よ
り的確な診断が行える。

散瞳型眼底カメラ
眼底写真を観察することで糖尿病
網膜症や加齢黄斑変性症などの
眼底疾患や全身疾患のリスク予
見に役立てられると言われている。

三の丸

二の丸

橋脚1

橋脚2

北内堀

野見神社

不明門跡

　辞退率は上昇、意欲は低下

判員になることは国民の義務と
されているが、70歳以上の高齢
者や重い疾病がある人など、負

担が著しく大きい場合には辞退を申し立て
ることができる。最高裁判所の調査によると、
裁判員を辞退した人の割合は、平成21年
の53.1％から年々上昇し平成27年には64.9
％にのぼる。その背景には、高齢化の進行
や非正規雇用者の増加が考えられる。裁
判所の調査によると、非正規雇用者は正規
雇用者よりも参加意欲が低い傾向にあると
いう。また今年1月～2月にかけて行われた
アンケート調査では、「裁判員裁判に参加し
たいと思うか」との問いに、参加に否定的な
人が約58％で、主な理由に「精神的な負担
が重い」「法律知識がない」「遺体写真な

裁

裁判員制度 導入から８年
国民の参加意欲が低下
平成21年から始まった裁判員制度。国民の良識が裁判に反映され、司法に対する国民の理解を増進させるという意義が
ある一方で、辞退率の上昇や裁判員裁判への国民の参加意欲の低下など、さまざまな問題が表面化しつつある。

裁判員制度とは
　国民の関心が高い一定の重大な犯罪
に関する刑事裁判に、国民の中から選ば
れた裁判員が参加する制度で、裁判員に
選ばれると、法廷での審理に立ち会うこ
と、評議で意見を述べること、判決の宣告
に立ち会うことが職務として課せられる。
　評議では、裁判員6人と裁判官3人
が、法廷で取り調べた証拠をもとに被告
人の有罪・無罪や有罪の場合には量刑
について議論し、結論を出す。また裁判
の公正さや信頼を確保するため、裁判員
には評議の内容などについて守秘義務
が課されている。

どの証拠を見るのは不安である」などが挙
げられた。
　大阪弁護士会の西村健弁護士は「制
度導入当初よりも、マスコミの取り上げる頻
度が減ったことも、意欲低下の一因では」と、
制度の常態化を指摘する。

　裁判員になる確率

判員は、毎年秋ごろ、選挙人
名簿からくじで翌年1年分の裁
判員候補者が選ばれ、名簿が

作られる。その後事件ごとに、名簿の中か
らくじにより候補者が選ばれ、事前に辞退
が認められた場合等を除いて、さらにくじ
によって裁判員として選任される。その確
率は平成27年度で見ると約1万人に1人
（約0.0087％）。

　一方、大阪での確率は約0.0127％で、全
国や東京（約0.0087％）と比べても高い。西
村弁護士は「大阪は事件数が多いので裁
判員にあたる確率も高くなるのでは」と話す。
　候補者名簿に記載された人には、名簿
記載の通知と裁判員になれない事情などを
把握するための調査票が送付される。その
調査票が転居などで宛先不明で届かなか
ったのは、庁別でみると大阪が1位。関西学
院大学法科大学院の丸田隆教授は、「宛
先不明の部分で差異が出るのはおもしろい
発見。都市圏は人口移動が多いからと推
測に容易いが、東京や千葉よりも多いのは
府民性も関係しているのか…」と推察する。

　参加して変わる
　裁判員の意識

成27年に行った裁判員へのア
ンケートによると、裁判員に選ば
れる前は、「やりたくなかった」

等消極的な回答が約48％にのぼっていた。
しかし、裁判に参加した後では「よい経験
と感じた」と回答した人が約96％にのぼる。
　裁判員経験者からは、「今までにない角
度からいろいろ考えることができ，仕事にも
活かせる良い経験だと思いました」（30代
女性）といった肯定的な意見が多く述べら
れている。西村弁護士は「裁判員経験者
の話を聞くなどして、関心が高まれば辞退
率も減るはず」と、市民グループ「裁判員ア
クト」（裁判への市民参加を進める会）で勉
強会を行うなど活動している。評議の様子。

裁判員裁判用法廷の例。大阪府では大阪地裁本庁と堺支部、
兵庫県では神戸地裁本庁と姫路支部で裁判員裁判が行われる。

裁

平

隊員は任命式で安全講習を受講し、
自転車用ヘルメットを無料配布された。


